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議案第１６号 

 

令和８年度小浜市水道事業会計予算 

 

　（総則）  

第１条　令和８年度小浜市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

　（業務の予定量） 

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。 

 

　（収益的収入および支出） 

第３条　収益的収入および支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

 

（資本的収入および支出） 

第４条　資本的収入および支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が 

　資本的支出額に対し不足する額３６１，５０８千円は、当年度分消費税および地方消費税

資本的収支調整額３６，６８８千円および当年度分損益勘定留保資金３２４，８２０千円

で補てんするものとする。）。 

 

  

 

 

 
（１） 給 水 件 数 １３，５９３件

 
（２） 年 間 総 有 収 水 量 ２，９９３，０００㎥

 
（３） 一 日 平 均 有 収 水 量 ８，２０１㎥

 （４） 主要な建設改良事業 第３期拡張工事費および改良工事費 

４３１，１９６千円

 
　　収　　入

 第１款 　事 業 収 益 ５８２，３２５千円
 第１項　　営 業 収 益 ４２２，５４５千円
 第２項　　営業外収益 １５９，７８０千円

 　　支　　出
 第１款 　事 業 費 ５８１，０６３千円
 第１項　　営 業 費 用 ５３５，９７９千円
 第２項　　営業 外費用 ４３，８８４千円
 第３項　　特 別 損 失 ２００千円
 第４項　　予 備 費 １，０００千円

 
　　収　　入

 第１款 資 本 的 収 入 ２６９，３２５千円
 第１項　　企 業 債 ２４０，３００千円
 第４項　　他会計負担金 ２２，３５９千円
 第５項　　補助金 ６，６６６千円

水道事業会計
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　（企業債） 

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率および償還の方法は、次のとおりと

定める。 

（単位：千円） 

 

　（一時借入金） 

第６条　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。 

 

　（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり 

と定める。 

（１）営業費用、営業外費用および特別損失 

 

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流

用し、またはそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経

なければならない。 

（１）職員給与費　　　５３，７４７千円 

 

　（他会計からの補助金等） 

第９条　水道事業会計における物価高騰対策および企業債の償還、児童手当に要する経費に

充てるため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、６２，６０６千円である。 
 

 　　支　　出
 第１款 資 本 的 支 出 ６３０，８３３千円
 第１項　　建設改良費 ４９６，４３６千円
 第２項　　企業債償還金 １３３，３９７千円
 第３項　　国庫補助金返還金 １，０００千円

 
起債の目的 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

 
 

 

 

 

水道事業 

（第３期拡張事業等）

　　　千円 

 

 

 

 

240,300　
証書借入 

または 

証券発行

年4.0%以内 

 

(ただし、利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
およびその他資
金について、利率
の見直しを行っ
た後においては、
当該見直し後の
利率)

政 府 資 金 お よ
び、その他の資金
については、その
融資条件による。 

ただし、企業財
政の都合により据
置期間および償還
期限を短縮し、ま
たは繰上償還もし
くは低利に借換え
すること ができ
る。
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　（たな卸資産購入限度額） 

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、２，２８２千円と定める。 

 

 

令和８年　２月１７日　提出 

 

 

 小 浜 市 長　　杉　本　　和　範

水道事業会計
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議案第１７号 

 

令和８年度小浜市下水道事業会計予算 

 

　（総則） 

第１条　令和８年度小浜市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

　（業務の予定量） 

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。 

 

　（収益的収入および支出） 

第３条　収益的収入および支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業費用 

中総係費９２，３２５千円の財源にあてるため、企業債４００千円を借り入れる。

また、営業外費用中支払利息および企業債取扱諸費１６２，９０４千円の財源にあ

てるため、企業債３４，０００千円を借り入れる。 

 

 

（資本的収入および支出） 

第４条　資本的収入および支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出

額に対し不足する額６１１，４７０千円は、当年度分消費税および地方消費税資本的収支調

整額２２，８８５千円、過年度分損益勘定留保資金３９５，０２６千円および当年度分損益

勘定留保資金１９３，５５９千円で補てんするものとする。）。 

 （１） 処 理 面 積 １，１７０．４ha

 （２） 年 間 総 処 理 水 量 ３，９９１，３０８㎥

 （３） 一 日 平 均 処 理 水 量 １０，９３５㎥

 （４） 主要な建設改良事業 １，２５６，００３千円　

 （ア）管渠建設改良費 ５０３，００３千円

 （イ）処理場建設改良費 ４９０，０００千円

 （ウ）ポンプ場建設改良費 ２６３，０００千円

 
　　収　　入

 第１款 　事 業 収 益 １，７３５，０３４千円
 第１項　　営 業 収 益 ８１４，８２９千円
 第２項　　営業外収益 ９２０，２０５千円

 　　支　　出
 第１款 　事 業 費 １，７３４，９３８千円
 第１項　　営 業 費 用 １，５４８，２３５千円
 第２項　　営 業外費用 １８４，７４８千円
 第３項　　特 別 損 失 １５５千円
 第４項　　予 備 費 １，８００千円

 
　　収　　入

 第１款 資 本 的 収 入 １，８５１，１２０千円
 第１項　　企 業 債 １，００４，６００千円
 第２項　　出 　資　金 ２９３，７７１千円
 第５項　　補 助 金 ５４２，４５０千円

下水道事業会計
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（債務負担行為） 

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間および限度額は、次のとおりと

定める。 

 

　（企業債） 

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率および償還の方法は、次のとおりと

定める。 

（単位：千円） 

 

　（一時借入金） 

第７条　一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。 

 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり 

と定める。 

（１）営業費用、営業外費用および特別損失 

 第７項　　受益者負担金および分担金 ８，６９９千円
 第８項　　貸 付金収入 １，６００千円

 　　支　　出
 第１款 資 本 的 支 出 ２，４６２，５９０千円
 第１項　　建設改良 費 １，２８７，０１２千円
 第２項　　企業債償還金 １，１７２，９７９千円
 第４項　　貸 付 金 １，６００千円
 第６項　　返 還 金 ９９９千円

 
事項 期間 限度額

 
小浜浄化センター水処理設備

等の改築
令和９年度～令和１０年度 ６６４，０００千円

 
起債の目的 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

 

下水道事業 

（建設改良債等）

千円 

 

 

 

 

１，０３９，０００ 
証書借入 

または 

証券発行

年４．０％以内 

 

(ただし、利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
およびその他の
資金について、
利率の見直しを
行った後におい
ては、当該見直
し後の利率)

政府資金およ
び、その他の資金
については、その
融資条件による。 
ただし、企業財

政の都合により
据置期間および
償還期限を短縮
し、または繰上償
還もしくは低利
に借換えするこ
とができる。

下水道事業会計
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　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流

用し、またはそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経

なければならない。 

（１）職員給与費　　６３，６９７千円 

 

　（他会計からの補助金等） 
第１０条　下水道事業会計における企業債の償還および児童手当に要する経費等にあ

てるため、一般会計からこの会計へ補助等を受ける金額は８３７，３９１千円であ

る。 

 
　 

令和８年２月１７日　提出 

 

 

 小 浜 市 長　　杉　　本　　和　　範

下水道事業会計
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収　　　入
（単位  千円） （単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 事業収益 582,325

1. 営業収益 422,545

1. 給水収益 396,880 水道料金・簡水料金収入

2. 加入金 11,035 水道加入金収入

3. 受託工事収益 850 受託給配水修繕収益

4. 他会計負担金 12,125 他会計負担金（下水道事業等）

5. その他営業収益 1,655 諸手数料

2. 営業外収益 159,780

1. 受取利息および配当金 1,950 預金利息

2. 他会計補助金 44,043
一般会計補助金（物価高騰対策・企
業債利子等）

5. 長期前受金戻入 111,390
償却資産取得財源の減価償却見合分
の収益化

7. 雑収益 1,297 原子力立地給付金等

9. 貸倒引当金戻入益 1,100 貸倒引当金の収益

支　　　出
（単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 事業費 581,063

1. 営業費用 535,979

1. 原水および浄水費 105,106 水源施設維持管理費用

2. 配水および給水費 61,539 配水および給水施設維持管理費用

3. 受託工事費 850 受託給配水修繕費用

4. 総係費 64,005 業務活動に要する費用

5. 減価償却費 300,779 固定資産の減価償却費

6. 資産減耗費 3,700 固定資産の除却費

2. 営業外費用 43,884

1. 支払利息および企業債取扱諸費 18,924 企業債借入金利息等

2. 雑支出 960 水道料金等過年度還付金等

3. 消費税および地方消費税 24,000

3. 特別損失 200

4. 過年度損益修正損 200

4. 予備費 1,000

1. 予備費 1,000

令和８年度　小浜市水道事業会計予算実施計画
（水道事業・簡易水道事業）
収益的収入および支出

水道事業会計
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収　　　入
（単位　千円） （単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 資本的収入 269,325

1. 企業債 240,300

1. 企業債 240,300 第３期拡張事業および改良事業債

4. 他会計負担金 22,359

1. 他会計負担金 22,359
消防組合負担金、
簡水債元金償還一般会計負担金

5. 補助金 6,666

1. 国庫補助金 6,666 配水管布設替工事等

支　　　出
（単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 資本的支出 630,833

1. 建設改良費 496,436

1. 水源および配水設備拡張費 105,766 第３期拡張事業費

2. 水源および配水設備改良費 382,557 配水設備改良事業費

3. 営業設備費 2,544 備品購入費等

4. リース債務支払額 5,569 リース料支払

2. 企業債償還金 133,397

1. 企業債償還金 133,397 企業債借入金元金

3. 国庫補助金返還金 1,000

1. 国庫補助金返還金 1,000 国庫補助金返還金

資本的収入および支出

水道事業会計
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収　　　入
（単位  千円） （単位　千円）

1. 事業収益 582,325 500,652 81,673

1. 営業収益 422,545 374,464 48,081

1. 給水収益 396,880 349,478 47,402

2. 加入金 11,035 11,035 0

3. 受託工事収益 850 600 250

4. 他会計負担金 12,125 11,716 409

5. その他営業収益 1,655 1,635 20

2. 営業外収益 159,780 126,188 33,592

1. 受取利息および配当金 1,950 1,950 0

2. 他会計補助金 44,043 38,383 5,660

5. 長期前受金戻入 111,390 83,954 27,436

7. 雑収益 1,297 901 396

9. 貸倒引当金戻入益 1,100 1,000 100

支　　　出
（単位　千円）

1. 事業費 581,063 449,961 131,102

1. 営業費用 535,979 408,483 127,496

1. 原水および浄水費 105,106 69,641 35,465

2. 配水および給水費 61,539 47,371 14,168

3. 受託工事費 850 600 250

4. 総係費 64,005 60,485 3,520

5. 減価償却費 300,779 227,286 73,493

6. 資産減耗費 3,700 3,100 600

2. 営業外費用 43,884 40,378 3,506

1. 支払利息および企業債取扱諸費 18,924 17,478 1,446

2. 雑支出 960 900 60

3. 消費税および地方消費税 24,000 22,000 2,000

3. 特別損失 200 100 100

4. 過年度損益修正損 200 100 100

4. 予備費 1,000 1,000 0

1. 予備費 1,000 1,000 0

令和８年度　小浜市水道事業会計予算実施計画　事業別内訳

収益的収入および支出

款 項 目 予定額(合計) 水道事業 簡易水道事業

款 項 目 予定額(合計) 水道事業 簡易水道事業

水道事業会計
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収　　　入
（単位　千円） （単位　千円）

款 項 目 予定額(合計) 水道事業 簡易水道事業

1. 資本的収入 269,325 258,185 11,140

1. 企業債 240,300 240,300 0

1. 企業債 240,300 240,300 0

4. 他会計負担金 22,359 11,219 11,140

1. 他会計負担金 22,359 11,219 11,140

5. 補助金 6,666 6,666 0

1. 国庫補助金 6,666 6,666 0

支　　　出
（単位　千円）

款 項 目 予定額(合計) 水道事業 簡易水道事業

1. 資本的支出 630,833 592,244 38,589

1. 建設改良費 496,436 479,897 16,539

1. 水源および配水設備拡張費 105,766 105,766 0

2. 水源および配水設備改良費 382,557 366,629 15,928

3. 営業設備費 2,544 2,544 0

4. リース債務支払額 5,569 4,958 611

2. 企業債償還金 133,397 111,347 22,050

1. 企業債償還金 133,397 111,347 22,050

3. 国庫補助金返還金 1,000 1,000 0

1. 国庫補助金返還金 1,000 1,000 0

資本的収入および支出

水道事業会計
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（単位　千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損益（△は損失） 9,245

減価償却費 300,779

長期前受金戻入額 △ 103,115

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 250

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 81

未収金の増減額（△は増加） 250

　　小計 205,146

業務活動によるキャッシュ・フロー 205,146

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 395,651

消防負担金等による収入 10,466

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 18,559

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 366,626

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良企業債（※1）の発行による収入 240,300

建設改良企業債（※2）の償還による支出 △ 133,397

リース債務の返済による支出 0

財務活動によるキャッシュ・フロー 106,903

Ⅳ　資金増加(減少)額 △ 54,577

Ⅴ　資金期首残高 830,044

Ⅵ　資金期末残高 775,467

※1　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

※2　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

令和８年度　小浜市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（水道事業・簡易水道事業）

       （令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）

水道事業会計
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（単位：千円）

１.営業収益

（1）給水収益 408,938

（2）加入金 4,320

（3）他会計負担金 16,472

（4）その他営業収益 1,551 431,281

２．営業費用

（1）原水及び浄水費 94,121

（2）配水及び給水費 51,196

（3）総係費 72,410

（4）減価償却費 311,989

（5）資産減耗費 3,700 533,416

営業損失 102,135

３．営業外収益

（1）受取利息及び配当金 1,123

（2）他会計補助金 2,196

（3）長期前受金戻入 119,000

（4）雑収益 1,408

（5）貸倒引当金 1,100 124,827

４．営業外費用

（1）支払利息及び企業債取扱諸費 17,631

（2）雑支出 960 18,591 106,236

経常利益 4,101

当年度純利益 4,101

前年度繰越剰余金 35,646

当年度未処分利益剰余金 39,747

令和７年度　小浜市水道事業会計予定損益計算書（前年度分）
(水道事業・簡易水道事業）

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

水道事業会計
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（単位：千円）

１．固定資産

（1）有形固定資産

イ．土地 89,900

ロ．建物 246,105

減価償却累計額 △ 143,815 102,290

ハ．構築物 10,154,880

減価償却累計額 △ 5,334,036 4,820,844

ニ．機械および装置 1,067,952

減価償却累計額 △ 865,233 202,719

ホ．車両運搬具 15,174

減価償却累計額 △ 15,344 △ 170

へ．工具器具および備品 24,297

減価償却累計額 △ 20,226 4,071

ト．リース資産 18,809 0

減価償却累計額 △ 10,200 8,609

チ．建設仮勘定 54,339

有形固定資産合計 5,282,602

（2）無形固定資産

イ．施設利用権 4,695

ロ．リース資産 0

ハ．ダム使用権 2,236,637

ニ．建設仮勘定 773

無形固定資産合計 2,242,105

（3）投資その他の資産

イ．破産更生債権等 8,758

貸倒引当金 △ 7,591

投資その他の資産合計 1,167

　固定資産合計 7,525,874

２．流動資産

（1）現金預金 830,044

（2）未収金 82,810

貸倒引当金 0 82,810

（3）貯蔵品 2,709

（4）その他流動資産 100

　流動資産合計 915,663

　資産合計 8,441,537

令和７年度　小浜市水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（水道事業・簡易水道事業）
（令和８年３月３１日）

資産の部

水道事業会計
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３．固定負債
（1）企業債

990,304

（2）リース債務 22,618
固定負債合計 1,012,922

４．流動負債
（1）企業債

137,136

（2）リース債務 3,656
（3）未払金 94,187
（4）未払費用 2,986
（5）引当金

イ．賞与等引当金 2,755 2,755
（6）その他流動負債 650

流動負債合計 241,370

５．繰延収益
（1）長期前受金

イ．受贈財産評価額 827,046
収益化累計額 △ 455,720 371,326

ロ．工事負担金 150,885
収益化累計額 △ 123,000 27,885

ハ．補助金 2,971,260
収益化累計額 △ 603,696 2,367,564

ニ．その他資本剰余金 1,591,389
収益化累計額 △ 1,079,570 511,819

（2）建設仮勘定長期前受金
イ．補助金 18,198 18,198
繰延収益合計 3,296,792

負債合計 4,551,084

６．資本金
（1）自己資本金

イ．固有資本金 848,599
ロ．繰入資本金 595,032
ハ．組入資本金 1,632,401
資本金合計 3,076,032

７．剰余金
（1）資本剰余金

イ．国庫補助金 7,641
ロ．受贈財産評価額 25,077
ハ．工事負担金 38,870
ニ．その他資本剰余金 50,026
資本剰余金合計 121,614

（2）利益剰余金
イ．減債積立金 616,188
ロ．建設改良積立金 36,872
ハ．当年度未処分利益剰余金 39,747
利益剰余金合計 692,807
剰余金合計 814,421
資本合計 3,890,453

　負債資本合計 8,441,537

負債の部

イ．建設改良費等の財源に
　　充てるための企業債

イ．建設改良費等の財源に
　　充てるための企業債

資本の部

水道事業会計
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注記 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準および評価方法 

　　・たな卸資産の評価基準および評価方法 

　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に 

より算定） 

　　・主な資産 

貯蔵量水器 

　　　　貯蔵材料費 

（２）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

・定額法 

・主な耐用年数 

建　物 　　　　３０年～４５年　 

構築物 　　　　２５年～４０年 

機械および装置　　　 　８年～２０年 

車両運搬具　　　　　 　４年～  ６年 

工具・器具および備品 　２年～１５年 

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）  

・定額法 

・主な耐用年数 

施設利用権　　　３０年 

ダム使用権　　　５５年 

ハ．リース資産  

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

（３）引当金の計上基準  

イ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込み額を計上し

ている。 

ロ．退職給付引当金 

福井県市町総合事務組合における普通負担金は水道事業会計が負担し、当該負担金等

以外の追加の費用負担等については一般会計が負担するため、退職給付引当金は計上し

ていない。 

ハ．賞与等引当金 

職員の期末手当および勤勉手当の支給、ならびにそれに係る法定福利費の支出に備え

るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい

る。 

水道事業会計
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（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

イ．消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

２．予定貸借対照表等に関する注記 

（１）後年度他会計負担金額企業債に関する事項 

イ．企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還

予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は５４，８３３千円

である。 

 

３．セグメント情報に関する注記 

（１）報告セグメントの概要 

小浜市水道事業は、水道事業および簡易水道事業を運営しており、各事業で運営方針 

等を決定していることから、水道事業および簡易水道事業の２つを報告セグメントとし 

ている。 

　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

 

（２）報告セグメントごとの営業収益等 

前年度（自：令和７年４月１日　　至：令和８年３月３１日） 

　　（単位：千円） 

 

 事業区分 事業の内容

 水道事業 簡易水道地域以外の地域において水道水を供給する業務

 簡易水道事業 簡易水道地域において水道水を供給する業務

 　 水道事業 簡易水道事業 合計

 営業収益 382,038 49,243 431,281

 営業費用 404,485 128,931 533,416

 営業損益 △22,447 △79,688 △ 102,135

 経常損益 52,928 △ 48,827 4,101

 セグメント資産 7,323,115 1,118,422 8,441,537

 セグメント負債 3,892,376 658,708 4,551,084

 その他項目 

　他会計繰入金
7,284 12,960 20,244

 　減価償却費 229,645 82,344 311,989

 　有形固定資産およ 

　び無形固定資産の 

　増加額

48,195 △70,436 △ 22,241

水道事業会計
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４．リース契約により使用する固定資産に関する注記 

（１）ファイナンス・リース取引 

　　　　未経過リース料相当額 

　　　　　１年内　　　３，５０３千円 

　　　　　１年超　　２２，５７７千円　 

　　　　　　計　　　２６，０８０千円  

  

５．その他の注記 

（１）賞与等引当金の取崩し 
令和７年度において、令和７年度６月期末手当及び勤勉手当として３，２６８千円を 
支給するため、令和７年度６月期末手当および勤勉手当にかかる法定福利費５４１千 
円、賞与等引当金２，７２７千円を取り崩した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 
（２）破産更生債権の収納による貸倒引当金の取崩し 
　　　令和７年度において、破産更生債権に区分している債権者より２５０千円収納があっ 

たため、破産更生債権額を減額した。 
この内、貸倒引当金に計上している分として同額の収納があったため、貸倒引当金を 
２５０千円取り崩した。 

水道事業会計
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（単位：千円）

１．固定資産

（1）有形固定資産

イ．土地 89,900

ロ．建物 246,105

減価償却累計額 △ 148,455 97,650

ハ．構築物 10,518,789

減価償却累計額 △ 5,553,472 4,965,317

ニ．機械および装置 1,096,038

減価償却累計額 △ 893,533 202,505

ホ．車両運搬具 15,174

減価償却累計額 △ 15,344 △ 170

へ．工具、器具および備品 24,297

減価償却累計額 △ 20,839 3,458

ト．リース資産 18,809 0

減価償却累計額 △ 15,218 3,591

チ．建設仮勘定 54,339

有形固定資産合計 5,416,590

（2）無形固定資産

イ．施設利用権 4,145

ロ．リース資産 0

ハ．ダム利用権 2,194,415

ニ．建設仮勘定 773

無形固定資産合計 2,199,333

（3）投資その他の資産

イ．破産更生債権等 8,508

貸倒引当金 △ 7,341

投資その他の資産合計 1,167

　固定資産合計 7,617,090

２．流動資産

（1）現金預金 767,240

（2）未収金 82,810

貸倒引当金 0 82,810

（3）貯蔵品 4,391

（4）その他流動資産 100

　流動資産合計 854,541

　資産合計 8,471,631

令和８年度　小浜市水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（水道事業・簡易水道事業）
（令和９年３月３１日）

資産の部

水道事業会計
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３．固定負債
（1）企業債

1,097,207

（2）リース債務 17,049
固定負債合計 1,114,256

４．流動負債
（1）企業債

137,136

（2）リース債務 5,569
（3）未払金 94,187
（4）未払費用 2,986
（5）引当金

イ．賞与等引当金 2,674 2,674
（6）その他流動負債 650

流動負債合計 243,202

５．繰延収益
（1）長期前受金

イ．受贈財産評価額 830,846
収益化累計額 △ 471,883 358,963

ロ．工事負担金 150,885
収益化累計額 △ 120,696 30,189

ハ．補助金 2,977,926
収益化累計額 △ 666,151 2,311,775

ニ．その他資本剰余金 1,609,948
収益化累計額 △ 1,106,371 503,577

（2）建設仮勘定長期前受金
イ．補助金 18,198 18,198
繰延収益合計 3,222,702
負債合計 4,580,160

６．資本金
（1）自己資本金

イ．固有資本金 848,599
ロ．繰入資本金 595,032
ハ．組入資本金 1,632,401
資本金合計 3,076,032

７．剰余金
（1）資本剰余金

イ．国庫補助金 7,641
ロ．受贈財産評価額 25,077
ハ．工事負担金 38,870
ニ．その他資本剰余金 50,026
資本剰余金合計 121,614

（2）利益剰余金
イ．減債積立金 616,188
ロ．建設改良積立金 36,872
ハ．当年度未処分利益剰余金 48,992
利益剰余金合計 702,052
剰余金合計 823,666
資本合計 3,899,698

　負債資本合計 8,479,858

負債の部

イ．建設改良費等の財源に
　　充てるための企業債

イ．建設改良費等の財源に
　　充てるための企業債

資本の部

水道事業会計
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注記 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準および評価方法 

　　・たな卸資産の評価基準および評価方法 

　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に 

より算定） 

　　・主な資産 

貯蔵量水器 

　　　　貯蔵材料費 

（２）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

・定額法 

・主な耐用年数 

建　物 　　　　３０年～４５年　 

構築物 　　　　２５年～４０年 

機械および装置　　　 　８年～２０年 

車両運搬具　　　　　 　４年～  ６年 

工具・器具および備品 　２年～１５年 

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）  

・定額法 

・主な耐用年数 

施設利用権　　　３０年　 

ダム使用権　　　５５年 

ハ．リース資産  

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

（３）引当金の計上基準  

イ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込み額を計上し

ている。 

ロ．退職給付引当金 

福井県市町総合事務組合における普通負担金は水道事業会計が負担し、当該負担金等

以外の追加の費用負担等については一般会計が負担するため、退職給付引当金は計上し

ていない。 

ハ．賞与等引当金 

職員の期末手当および勤勉手当の支給、ならびにそれに係る法定福利費の支出に備え

るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい

る。 

水道事業会計
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（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

イ．消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

２．予定貸借対照表等に関する注記 

（１）後年度他会計負担金額企業債に関する事項 

イ．企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還

予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は３３，５０１千円

である。 

 

３．セグメント情報に関する注記 

（１）報告セグメントの概要 

小浜市水道事業は、水道事業および簡易水道事業を運営しており、各事業で運営方針 

等を決定していることから、水道事業および簡易水道事業の２つを報告セグメントとし 

ている。 

　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

 

（２）報告セグメントごとの営業収益等 

当年度（自：令和８年４月１日　　至：令和９年３月３１日） 

　　（単位：千円） 

 

 事業区分 事業の内容

 水道事業 簡易水道地域以外の地域において水道水を供給する業務

 簡易水道事業 簡易水道地域において水道水を供給する業務

 　 水道事業 簡易水道事業 合計

 営業収益 339,876 43,634 383,510

 営業費用 371,348 142,813 514,161

 営業損益 △ 31,472 △ 99,179 △ 130,651

 経常損益 76,338 △ 67,093 9,245

 セグメント資産 7,379,795 1,100,063 8,479,858

 セグメント負債 3,970,459 609,701 4,580,160

 その他項目 

　他会計繰入金
7,419 11,140 18,559

 　減価償却費 227,286 73,493 300,779

 　有形固定資産およ 

　び無形固定資産の 

　増加額

88,498 2,718  91,216

水道事業会計
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４．リース契約により使用する固定資産に関する注記 

（１）ファイナンス・リース取引 

　　　　未経過リース料相当額 

　　　　　１年内　　　　５，５６９千円 

　　　　　１年超　　　１７，０４９千円　 

　　　　　　計　　　　２２，６１８千円  

 

５．その他の注記 

（１）賞与等引当金の取崩し 
令和８年度において、令和８年度６月期末手当及び勤勉手当として３，２１１千円を 
支給するため、令和８年度６月期末手当および勤勉手当にかかる法定福利費５３７千

円、賞与等引当金２，６７４千円を取り崩す。 
 
（２）破産更生債権の収納による貸倒引当金の取崩し 
　　　令和８年度において、破産更生債権に区分している債権者より２５０千円収納があっ 

たため、破産更生債権額を減額した。 
この内、貸倒引当金に計上している分として同額の収納が見込まれるため、貸倒引当 
金を２５０千円取り崩す。 

水道事業会計
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職 員 数

（人） 報 酬 給 料
期末手当

支給率(月分)
その他の
手  　当

計

その他の
特 別 職

15 875 0 0 0 875 0 875

計 15 875 0 0 0 875 0 875

その他の
特 別 職

0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の
特 別 職

15 875 0 0 0 875 0 875

計 15 875 0 0 0 875 0 875

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

１　特　別　職 （単位　千円）

給　　　　　　与　　　　　　　費

区　　分 共済費 合　計 備　考

本年度

長　等 0 0 0 0 0 0 0 0

議　員 0 0 0 0 0 0 0 0

前年度

長　等 0 0 0 0 0 0 0 0

議　員 0 0 0 0 0 0 0 0

比　較

長　等 0 0 0 0 0 0 0 0

議　員 0 0 0 0 0 0 0 0

水道事業会計
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２　一　般　職

　（１）　総　　括 （単位　千円）
職 員 数（人） 給与費

特別職 一般職 報酬 給料 手当 計

損益勘定支弁職員 0 5 0 18,799 12,290 31,089 6,112 37,201

資本勘定支弁職員 0 2 0 8,265 5,389 13,654 2,892 16,546

合計 0 7 0 27,064 17,679 44,743 9,004 53,747

損益勘定支弁職員 0 5 0 19,322 12,544 31,866 6,228 38,094

資本勘定支弁職員 0 2 0 7,830 4,918 12,748 2,574 15,322

合計 0 7 0 27,152 17,462 44,614 8,802 53,416

損益勘定支弁職員 0 0 0 △ 523 △ 254 △ 777 △ 116 △ 893

資本勘定支弁職員 0 0 0 435 471 906 318 1,224

合計 0 0 0 △ 88 217 129 202 331

（単位　千円）

扶　養 住　居 通　勤 管理職 単身赴任 特殊勤務 超過勤務

手　当 手　当 手　当 手　当 手　当 手　当 手  当

本 年 度 1,620 0 633 1,296 0 10 1,700

前 年 度 1,836 0 339 1,368 0 10 1,560

比  　較 △ 216 0 294 △ 72 0 0 140

宿日直 期　末 勤　勉 賞与引当 手当（特

手  当 手  当 手　当 金繰入額 別損失）

本 年 度 244 4,977 3,988 3,211 0 17,679

前 年 度 244 4,920 3,884 3,301 0 17,462

比  　較 0 57 104 △ 90 0 217

区　分 法定福利費 合　計

本 年 度

前 年 度

比　　較

区　分

区　分 合　計

職　員　手　当

の　　内　　訳

水道事業会計
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区　分 増 減 額

(千円) 　 (千円)

給　料 △ 88

943

556

職員手当 217 762

△ 545

　（２）　給料および職員手当の増減額の明細

増 減 事 由 別 内 訳 説明 備考

給料改定に伴う
増　　減　　分

昇 給 に 伴 う
増　　加　　分

制度改定に伴う
増　　減　　分

給料改定に伴う期末勤勉手当
の増額、期末勤勉手当の支給
率改定に伴う増額、通勤手当
改定に伴う増額

そ　の　他　の
増　　減　　分

異動等に伴う分

そ　の　他　の
増　　減　　分

△ 1,587 異動等に伴う分

水道事業会計
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　　イ　初　　任　　給

　　ウ　級 別 職 員 数

　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　
　級　

計 計
　級　 　級　
　級　 級
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 級
　級　
　級　

計 計
※　表中の構成比は、表示単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳が一致しない場合がある。

　　（級別の基準となる職務・一般行政職）

　(３）　給料および職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

区　　　　　　　　　　　　　分 一般行政職 技能労務職

　平均給料月額 　（円）   319,728

　平均給与月額 　（円）   387,696

　平 均 年 齢　  （歳） 38歳6月

　平均給料月額 　（円）   322,342

　平均給与月額 　（円）   372,889

　平 均 年 齢　  （歳） 40歳4月

国の制度

一般行政職（円）

高　校　卒 200,300 200,300

大　学　卒 232,000 232,000

一　般　行　政　職 技　能　労　務　職
級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

1 2 28.6 1
2 1 14.3 2
3 1 14.3 3
4 0 0.0 4
5 2 28.6 5
6 1 14.3
7 0 0.0

7 100.0

1 1 14.3 1
2 1 14.3 2
3 2 28.6 3
4 0 0.0 4
5 2 28.6 5
6 0 0.0
7 1 14.3

7 100.0

1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級

令和8年1月1日現在

令和７年1月1日現在

区　　　分 一般行政職(円）

区　　　　分

主　事
技　師

主　事 主　査　　　　　　 主　幹 課　長 部次長

令和8年1月1日
現　　　　　在

令和7年1月1日
現　　　　　在

水道事業会計
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　　エ　昇 給

本

年

度

前

年

度

　　オ　期末手当・勤勉手当

　　カ　定年退職および勧奨退職に係る退職手当

代表的な職種
一般行政職 技能労務職

　職　員　数　（Ａ）　 （人） 7 7

　昇給に係る職員数　（Ｂ） （人） 7 7

１号級 （人） 0 0

２号級 （人） 0 0

３号級 （人） 3 3

４号級 （人） 4 4

　号級 （人）

比　率　（Ｂ）　/　（Ａ） （％） 100.0 100.0

　職　員　数　（Ａ）　 （人） 7 7

　昇給に係る職員数　（Ｂ） （人） 7 7

１号級 （人） 0 0

２号級 （人） 1 1

３号級 （人） 2 2

４号級 （人） 4 4

　号級 （人）

比　率　（Ｂ）　/　（Ａ） （％） 100.0 100.0 

支 給 期 別 支 給 率（月分）
６月 １２月

本 年 度 2.325 2.325 4.65 有

前 年 度 2.3 2.3 4.6 有

国の制度 2.325 2.325 4.65 有

定年前早期退職
特　例　措　置

 （2％～20％加算）
定年前早期退職
特　例　措　置

 （3％～45％加算）

区分 合計

　号級数別内訳

　号級数別内訳

区　分 支給率計 職制上の段階、職務の級等による加算措置

区　分
20年勤続
（月分）

25年勤続
（月分）

35年勤続
（月分）

最高限度
（月分）

その他の
加算措置等

支給率等
（令和8年1月1日現在)

24.586875 33.27075 47.709 47.709 

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709 

水道事業会計
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　　キ　特 殊 勤 務 手 当
　　　　　　

代表的な職種

一般行政職 技能労務職

  　給料総額に対する比率　（％） 0.04 0.04

　　支給対象職員の比率　　（％） 100.00 100.00

代表的な特殊勤務手当の名称 水道料金徴収

　　ク　そ の 他 の 手 当

区　　　　分 国　の　制　度　と　の　異　同 差　　異　　の　　内　　容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

区　　　　　　　　　分 全　　職　　種

水道事業会計
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過年度分 （単位：千円）

左の財源
内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 その他

債務負担行為に関する調書

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払義務
発 生 予 定 額

事項 限度額

小浜市上下水道料金
徴収等業務委託 93,893 令和7年度 42,398

令和８年度
～

令和10年度
51,495 51,495

上下水道料金システ
ム更新業務 31,786 令和7年度 3,179

令和８年度
～

令和12年度
28,607 28,607

水道事業会計
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収　　　入
（単位  千円） （単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 事業収益 1,735,034

1. 営業収益 814,829

1. 下水道使用料 727,154 使用料収入

2. 他会計負担金 87,124
雨水処理に要する経費に対する一
般会計負担金

6. その他営業収益 551 下水路占用料等

2. 営業外収益 920,205

2. 他会計負担金 455,416
分流式下水道等に要する経費等
に対する一般会計負担金等

3. 他会計補助金 1,080 一般会計補助金

4. 補助金 562 三味線堀樋門操作委託金

5. 長期前受金戻入 458,562
償却資産取得財源の減価償却見合
分の収益化

7. 雑収益 3,785 原子力立地給付金等

8. 貸倒引当金戻入益 800 貸倒引当金の収益

支　　　出
（単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 事業費 1,734,938

1. 営業費用 1,548,235

1. 管渠費 88,488 管渠維持管理費用

2. 処理場費 351,044
浄化センター、処理施設維持管理
費用

3. ポンプ場費 20,676 中継ポンプ場維持管理費用

5. 総係費 92,325 業務活動に要する費用

6. 減価償却費 983,702 固定資産の減価償却費

7. 資産減耗費 12,000 固定資産の除却費

2. 営業外費用 184,748

1. 支払利息および企業債取扱諸費 162,904 企業債借入金利息等

2. 雑支出 1,964 下水道使用料過年度還付金等

3. 消費税および地方消費税 19,880

3. 特別損失 155

4. 過年度損益修正損 100

5. その他特別損失 55

4. 予備費 1,800

1. 予備費 1,800

令和8年度　小浜市下水道事業会計予算実施計画
（下水道事業・農業集落排水事業・漁業集落排水事業）

収益的収入および支出

下水道事業会計
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収　　　入
（単位　千円） （単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 資本的収入 1,851,120

1. 企業債 1,004,600

1. 企業債 1,004,600 建設改良債等

2. 出資金 293,771

1. 他会計出資金 293,771
企業債元金相当分等に対する
一般会計出資金

5. 補助金 542,450

2. 補助金 542,450
社会資本整備総合交付金、機能強化
事業補助金

7. 受益者負担金および分担金 8,699

1. 受益者負担金および分担金 8,699 受益者負担金および分担金等

8. 貸付金収入 1,600

2. 短期貸付金収入 1,600 水洗便所改造資金貸付金元金収入

支　　　出
（単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 資本的支出 2,462,590

1. 建設改良費 1,287,012

1. 管渠建設改良費 503,003 管渠建設改良費

2. 処理場建設改良費 490,000 浄化センター建設改良費

3. ポンプ場建設改良費 263,000 ポンプ場建設改良費

4. 事務費 26,262 建設改良に要する事務費

5. 営業設備費 0 備品購入費等

6. リース債務支払額 4,747 リース料支払

2. 企業債償還金 1,172,979

1. 企業債償還金 1,172,161 企業債借入金元金

2. 企業債繰上償還金 818 企業債繰上償還金元金

4. 貸付金 1,600

2. 短期貸付金 1,600 水洗便所改造資金貸付金

6. 返還金 999

1. 国庫補助金返還金 999 国庫補助金の返還金

資本的収入および支出

下水道事業会計
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収　　　入
（単位  千円） （単位　千円）

款 項 目
予定額
（合計）

下水道
事業

農業集落
排水事業

漁業集落
排水事業

1. 事業収益 1,735,034 1,213,087 425,092 96,855

1. 営業収益 814,829 555,309 232,409 27,111

1. 下水道使用料 727,154 467,659 232,387 27,108

2. 他会計負担金 87,124 87,124 0 0

6. その他営業収益 551 526 22 3

2. 営業外収益 920,205 657,778 192,683 69,744

2. 他会計負担金 455,416 353,778 68,961 32,677

3. 他会計補助金 1,080 480 600 0

4. 補助金 562 562 0 0

5. 長期前受金戻入 458,562 301,324 120,797 36,441

7. 雑収益 3,785 1,134 2,025 626

8. 貸倒引当金戻入益 800 500 300 0

支　　　出
（単位　千円）

款 項 目
予定額
（合計）

下水道
事業

農業集落
排水事業

漁業集落
排水事業

1. 事業費 1,734,938 1,205,451 424,470 105,017

1. 営業費用 1,548,235 1,056,977 387,859 103,399

1. 管渠費 88,488 48,800 34,839 4,849

2. 処理場費 351,044 209,581 101,354 40,109

3. ポンプ場費 20,676 20,676 0 0

5. 総係費 92,325 68,090 16,778 7,457

6. 減価償却費 983,702 697,830 234,888 50,984

7. 資産減耗費 12,000 12,000 0 0

2. 営業外費用 184,748 147,319 36,111 1,318

1. 支払利息および企業債取扱諸費 162,904 137,455 25,031 418

2. 雑支出 1,964 1,784 80 100

3. 消費税および地方消費税 19,880 8,080 11,000 800

3. 特別損失 155 155 0 0

4. 過年度損益修正損 100 100 0 0

5. その他特別損失 55 55 0 0

4. 予備費 1,800 1,000 500 300

1. 予備費 1,800 1,000 500 300

令和8年度　小浜市下水道事業会計予算実施計画　事業別内訳
収益的収入および支出

下水道事業会計
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収　　　入
（単位　千円） （単位　千円）

款 項 目
予定額
（合計）

下水道
事業

農業集落
排水事業

漁業集落
排水事業

1. 資本的収入 1,851,120 1,662,428 163,867 24,825

1. 企業債 1,004,600 914,000 90,600 0

1. 企業債 1,004,600 914,000 90,600 0

2. 出資金 293,771 241,251 27,695 24,825

1. 他会計出資金 293,771 241,251 27,695 24,825

5. 補助金 542,450 501,500 40,950 0

2. 補助金 542,450 501,500 40,950 0

7. 受益者負担金および分担金 8,699 4,077 4,622 0

1.
受益者負担金および分担
金

8,699 4,077 4,622 0

8. 貸付金収入 1,600 1,600 0 0

2. 短期貸付金収入 1,600 1,600 0 0

支　　　出
（単位　千円）

款 項 目
予定額
（合計）

下水道
事業

農業集落
排水事業

漁業集落
排水事業

1. 資本的支出 2,462,590 2,124,244 306,852 31,494

1. 建設改良費 1,287,012 1,189,973 72,925 24,114

1. 管渠建設改良費 503,003 407,003 72,000 24,000

2. 処理場建設改良費 490,000 490,000 0 0

3. ポンプ場建設改良費 263,000 263,000 0 0

4. 事務費 26,262 26,262 0 0

5. 営業設備費 0 0 0 0

6. リース債務支払額 4,747 3,708 925 114

2. 企業債償還金 1,172,979 931,672 233,927 7,380

1. 企業債償還金 1,172,161 930,854 233,927 7,380

2. 企業債繰上償還金 818 818 0 0

4. 貸付金 1,600 1,600 0 0

2. 短期貸付金 1,600 1,600 0 0

6. 返還金 999 999 0 0

1. 国庫補助金返還金 999 999 0 0

資本的収入および支出

下水道事業会計
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（単位　千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損益（△は損失） 7,812

減価償却費 983,702

資産減耗費 12,000

長期前受金戻入額 △ 458,562

支払利息および企業債取扱諸費 162,904

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 250

賞与等引当金の増減額（△は減少） △ 135

未収金の増減額（△は増加） 250

その他資産負債 △ 6,482

　　小計 701,239

利息の支払額 △ 155,577

業務活動によるキャッシュ・フロー 545,662

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,172,994

国・県補助金による収入 493,136

受益者負担金による収入 7,908

貸付による支出 △ 1,600

貸付金回収による収入 1,600

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 671,950

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良企業債（※1）の発行による収入 1,039,000

建設改良企業債（※2）の償還による支出 △ 1,172,979

一般会計出資金による収入 293,771

リース債務の返済による支出 △ 4,747

財務活動によるキャッシュ・フロー 155,045

Ⅳ　資金増加(減少)額 28,757

Ⅴ　資金期首残高 498,765

Ⅵ　資金期末残高 527,522

※1　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

※2　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

令和８年度　小浜市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（下水道事業・農業集落排水事業・漁業集落排水事業）

（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）
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税抜金額 （単位：千円）

１. 営業収益

（１）下水道使用料 660,940

（２）他会計負担金 90,121

（３）その他営業収益 523 751,584

２. 営業費用

（１）管渠費 77,906

（２）処理場費 321,244

（３）ポンプ場費 17,655

（４）総係費 83,164

（５）減価償却費 970,652

（６）資産減耗費 12,000 1,482,621

営業損失 731,037

３. 営業外収益

（１）他会計負担金 449,914

（２）他会計補助金 1,080

（３）補助金 527

（４）長期前受金戻入 451,510

（５）雑収益 5,675 908,706

４. 営業外費用

（１）支払利息および企業債取扱諸費 163,324

（２）雑支出 9,861 173,185 735,521

経常利益 4,484

５．特別損失

（１）過年度損益修正損 100

（２）その他特別損失 55 155 155

当年度純利益 4,329

前年度繰越欠損金 218,049

当年度未処理欠損金 213,720

令和７年度　小浜市下水道事業会計予定損益計算書（前年度分）

（下水道事業・農業集落排水事業・漁業集落排水事業）

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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（単位：千円）

１．固定資産

（1）有形固定資産

イ．土地 673,425

ロ．建物 1,207,046

減価償却累計額 △ 198,300 1,008,746

ハ．構築物 25,149,215

減価償却累計額 △ 3,855,264 21,293,951

ニ．機械および装置 2,350,583

減価償却累計額 △ 690,455 1,660,128

ホ．車両運搬具 1,822

減価償却累計額 △ 1,650 172

へ．工具・器具および備品 5,056

減価償却累計額 △ 2,658 2,398

ト．リース資産 23,634

減価償却累計額 △ 1,360 22,274

チ．建設仮勘定 173,581

有形固定資産合計 24,834,675

（2）無形固定資産

イ．地上権 1

ロ．ソフトウェア 223

無形固定資産合計 224

（3）投資その他の資産

イ．破産更生債権等 3,155

貸倒引当金 75

投資その他の資産合計 3,230

　固定資産合計 24,838,129

２．流動資産

（1）現金預金 498,765

（2）未収金 105,010

貸倒引当金 0 105,010

（3）前払金 0

（4）その他流動資産 0

　流動資産合計 603,775

資産合計 25,441,904

３．固定負債

（1）企業債

イ．建設改良費等の財源に充てるための企業債 9,823,422

（2）リース債務 27,009

　固定負債合計 9,850,431

令和７年度　小浜市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）
（下水道事業・農業集落排水事業・漁業集落排水事業）

（令和８年３月３１日）

資産の部

負債の部

下水道事業会計
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４．流動負債

（1）企業債

イ．建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,173,473

（2）リース債務 4,900

（3）未払金 194,734

（4）未払費用 8,389

（5）前受金 26,816

（6）引当金

イ．賞与等引当金 5,026 5,026

（7）その他流動負債 600

　流動負債合計 1,413,938

５．繰延収益

（1）長期前受金

イ．受贈財産評価額 174,113

収益化累計額 △ 16,378 157,735

ロ．補助金 10,748,375

収益化累計額 △ 1,607,801 9,140,574

ハ．他会計補助金 318,012

収益化累計額 △ 79,458 238,554

ニ．受益者負担金および分担金 2,055,306

収益化累計額 △ 301,920 1,753,386

（2）建設仮勘定長期前受金

イ．補助金 18,777

　繰延収益合計 11,309,026

負債合計 22,573,395

６．資本金

（1）資本金

イ．出資金 1,911,830

ロ．固有資本金 907,103

　資本金合計 2,818,933

７．剰余金

（1）資本剰余金

イ．受贈財産評価額 2,441

ロ．補助金 259,204

ハ．他会計補助金 1,651

資本剰余金合計 263,296

（2）利益剰余金

イ．繰越欠損金 213,720

利益剰余金合計 △ 213,720

　剰余金合計 49,576

資本合計 2,868,509

　負債資本合計 25,441,904

資本の部

下水道事業会計
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注記 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

・定額法 

・主な耐用年数 

建　物 　　　　　１５年～５０年　 

構築物 　　　　　１０年～５０年 

機械および装置　　　　 　６年～３０年 

車両運搬具　　　　　　　 ３年～６年 

工具・器具および備品　　 ２年～１５年 

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）  

・定額法 

・主な耐用年数 

ソフトウェア　　５年　 

ハ．リース資産  

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

 

（２）引当金の計上基準  

イ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込み額を計上し

ている。 

ロ．退職給付引当金 

福井県市町総合事務組合における普通負担金は下水道事業会計が負担し、当該負担金

等以外の追加の費用負担等については一般会計が負担するため、退職給付引当金は計上

していない。 

ハ．賞与等引当金 

職員の期末手当および勤勉手当の支給、ならびにそれに係る法定福利費の支出に備え

るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい

る。 

 

（３）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

イ．消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
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２．予定貸借対照表等に関する注記 

（１）後年度他会計負担金額企業債に関する事項 

イ．企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還

予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は５，６６９，１５３

千円である。 

 

３．セグメント情報に関する注記 

（１）報告セグメントの概要 

小浜市下水道事業は、下水道事業、農業集落排水事業および漁業集落排水事業を運営

しており、各事業で運営方針等を決定していることから、下水道事業、農業集落排水事

業、漁業集落排水事業の３つを報告セグメントとしている。 

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

 

（２）報告セグメントごとの営業収益、営業費用、営業損益金額、経常損益金額、資産、負

債その他の項目の金額 

前年度（自：令和７年４月１日　至：令和８年３月３１日） 

（単位：千円） 

 

 事業区分 事業の内容

 下水道事業 下水道事業認可区域において汚水・雨水を処理する業務

 農業集落排水事業 農業集落排水事業処理区域において汚水を処理する業務

 漁業集落排水事業 漁業集落排水事業処理区域において汚水を処理する業務

 
下水道事業

農業集落 

排水事業

漁業集落 

排水事業
合計

 営業収益 ５１８，０６５ ２０９，２５２ ２４，２６７ ７５１，５８４

 営業費用 １，００５，５４２ ３７６，４４０ １００，６３９ １，４８２，６２１

 営業損益 △４８７，４７７ △１６７，１８８ △７６，３７２ △７３１，０３７

 経常損益 １３，６６６ ２，６６０ △１１，８４２ ４，４８４

 セグメント資産 １７，８９７，８９５ ６，４４１，４２２ １，１０２，５８７ ２５，４４１，９０４

 セグメント負債 １６，９８０，１１０ ４，７６７，５５２ ８２５，７３３ ２２，５７３，３９５

 その他項目

 　他会計繰入金 ６７５，９１９ １０２，３９９ ２８，２６７ ８０６，５８５

 　減価償却費 ６８０，９６０ ２３８，７６２ ５０，９３０ ９７０，６５２

 　有形固定資産

および無形固

定資産の増加

額

△５０，５１２ △２０７，６４１ △５０，３６３ △３０８，５１６

下水道事業会計

39



４．リース契約により使用する固定資産に関する注記 

　（１）ファイナンス・リース取引 

　　　　　　未経過リース料相当額 

　　　　　　　１年内　　　２，９９８千円 

　　　　　　　１年超　　２６，９８３千円 

　　　　　　　　計　　　２９，９８１千円 

 

５．その他の注記 

（１）賞与等引当金の取崩し 
令和７年度において、令和７年度６月期末手当および勤勉手当として３，１９６千円

を支給するため、また、令和７年度６月期末手当および勤勉手当にかかる法定福利費５

９５千円を支出するため、賞与等引当金３，７９１千円を取り崩した。 
 
（２）破産更生債権の収納による貸倒引当金の取崩し 

令和７年度において、破産更生債権に区分している債権者より２５０千円の収納が見

込まれるため、破産更生債権額を減額した。 
このうち、貸倒引当金に計上している分として同額の収納が見込まれるため、貸倒引

当金を２５０千円取り崩した。 

下水道事業会計
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（単位：千円）

１．固定資産

（1）有形固定資産

イ．土地 673,425

ロ．建物 1,207,046

減価償却累計額 △ 240,392 966,654

ハ．構築物 25,538,389

減価償却累計額 △ 4,677,619 20,860,770

ニ．機械および装置 3,122,403

減価償却累計額 △ 804,688 2,317,715

ホ．車両運搬具 1,822

減価償却累計額 △ 1,681 141

へ．工具・器具および備品 5,056

減価償却累計額 △ 3,147 1,909

ト．リース資産 23,634

減価償却累計額 △ 5,862 17,772

チ．建設仮勘定 173,581

有形固定資産合計 25,011,967

（2）無形固定資産

イ．地上権 1

ロ．ソフトウェア 223

無形固定資産合計 224

（3）投資その他の資産

イ．破産更生債権等 2,905

貸倒引当金 325

投資その他の資産合計 3,230

　固定資産合計 25,015,421

２．流動資産

（1）現金預金 527,522

（2）未収金 105,010

貸倒引当金 0 105,010

（3）前払金 0

（4）その他流動資産 0

　流動資産合計 632,532

資産合計 25,647,953

３．固定負債

（1）企業債

イ．建設改良費等の財源に充てるための企業債 9,710,303

（2）リース債務 22,262

　固定負債合計 9,732,565

令和８年度　小浜市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）
（下水道事業・農業集落排水事業・漁業集落排水事業）

（令和９年３月３１日）

資産の部

負債の部

下水道事業会計
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４．流動負債

（1）企業債

イ．建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,152,613

（2）リース債務 4,900

（3）未払金 194,734

（4）未払費用 9,234

（5）前受金 26,816

（6）引当金

イ．賞与等引当金 4,891 4,891

（7）その他流動負債 600

　流動負債合計 1,393,788

５．繰延収益

（1）長期前受金

イ．受贈財産評価額 174,113

収益化累計額 △ 20,580 153,533

ロ．補助金 11,241,511

収益化累計額 △ 1,972,738 9,268,773

ハ．他会計補助金 318,012

収益化累計額 △ 105,185 212,827

ニ．受益者負担金および分担金 2,063,214

収益化累計額 △ 365,616 1,697,598

（2）建設仮勘定長期前受金

イ．補助金 18,777

　繰延収益合計 11,351,508

負債合計 22,477,861

６．資本金

（1）資本金

イ．固有資本金 1,911,830

ロ．出資金 1,200,874

　資本金合計 3,112,704

７．剰余金

（1）資本剰余金

イ．受贈財産評価額 2,441

ロ．補助金 259,204

ハ．他会計補助金 1,651

資本剰余金合計 263,296

（2）利益剰余金

イ．繰越欠損金 205,908

利益剰余金合計 △ 205,908

　剰余金合計 57,388

資本合計 3,170,092

　負債資本合計 25,647,953

資本の部

下水道事業会計
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注記 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

・定額法 

・主な耐用年数 

建　物 　　　　　１５年～５０年　 

構築物 　　　　　１０年～５０年 

機械および装置　　　　 　６年～３０年 

車両運搬具　　　　　　　 ３年～６年 

工具・器具および備品　　 ２年～１５年 

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）  

・定額法 

・主な耐用年数 

ソフトウェア　　５年　 

ハ．リース資産  

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

 

（２）引当金の計上基準  

イ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込み額を計上し

ている。 

ロ．退職給付引当金 

福井県市町総合事務組合における普通負担金は下水道事業会計が負担し、当該負担金

等以外の追加の費用負担等については一般会計が負担するため、退職給付引当金は計上

していない。 

ハ．賞与等引当金 

職員の期末手当および勤勉手当の支給、ならびにそれに係る法定福利費の支出に備え

るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい

る。 

 

（３）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

イ．消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
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２．予定貸借対照表等に関する注記 

（１）後年度他会計負担金額企業債に関する事項 

イ．企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還

予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は５，５４６，４２０

千円である。 

 

３．セグメント情報に関する注記 

（１）報告セグメントの概要 

小浜市下水道事業は、下水道事業、農業集落排水事業および漁業集落排水事業を運営

しており、各事業で運営方針等を決定していることから、下水道事業、農業集落排水事

業、漁業集落排水事業の３つを報告セグメントとしている。 

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

 

（２）報告セグメントごとの営業収益、営業費用、営業損益金額、経常損益金額、資産、負

債、その他の項目の金額 

当年度（自：令和８年４月１日　至：令和９年３月３１日） 

（単位：千円） 

 

 事業区分 事業の内容

 下水道事業 下水道事業認可区域において汚水・雨水を処理する業務

 農業集落排水事業 農業集落排水事業処理区域において汚水を処理する業務

 漁業集落排水事業 漁業集落排水事業処理区域において汚水を処理する業務

 
下水道事業

農業集落 

排水事業

漁業集落 

排水事業
合計

 営業収益 ５１２，７９５ ２１１，２８３ ２４，６４７ ７４８，７２５

 営業費用 １，０２９，１７９ ３７５，１０２ ９９，２２３ １，５０３，５０４

 営業損益 △５１６，３８４ △１６３，８１９ △７４，５７６ △７５４，７７９

 経常損益 ８，１７３ ５，０９５ △５，３０１ ７，９６７

 セグメント資産 １８，３１８，３１９ ６，２５１，４１２ １，０７８，２２２ ２５，６４７，９５３

 セグメント負債 １７，１５１，２６５ ４，５４４，７５２ ７８１，８４４ ２２，４７７，８６１

 その他項目

 　他会計繰入金 ６８２，６３３ ９７，２５６ ５７，５０２ ８３７，３９１

 　減価償却費 ６９７，８３０ ２３４，８８８ ５０，９８４ ９８３，７０２

 　有形固定資産

および無形固

定資産の増加

額

３８７，８９０ △１６９，４３３ △２９，１６５ １８９，２９２
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４．リース契約により使用する固定資産に関する注記 

　（１）ファイナンス・リース取引 

　　　　　　未経過リース料相当額 

　　　　　　　１年内　　　　５，９９６千円 

　　　　　　　１年超　　　２０，９８７千円 

　　　　　　　　計　　　　２６，９８３千円 

 

５．その他の注記 

（１）賞与等引当金の取崩し 
令和８年度において、令和８年度６月期末手当および勤勉手当として３，３５４千円

を支給するため、また、令和８年度６月期末手当および勤勉手当にかかる法定福利費 
６４９千円を支出するため、賞与等引当金４，００３千円を取り崩す。 

 
（２）破産更生債権の収納による貸倒引当金の取崩し 

令和８年度において、破産更生債権に区分している債権者より２５０千円の収納が見

込まれるため、破産更生債権額を減額する。 
このうち、貸倒引当金に計上している分として同額の収納が見込まれるため、貸倒引

当金を２５０千円取り崩す。
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職 員 数

（人） 報 酬 給 料
期末手当

支給率(月分)
その他の
手  　当

計

その他の
特 別 職

15 656 0 0 0 656 0 656

計 15 656 0 0 0 656 0 656

その他の
特 別 職

15 875 0 0 0 875 0 875

計 15 875 0 0 0 875 0 875

その他の
特 別 職

0 △ 219 0 0 0 △ 219 0 △ 219

計 0 △ 219 0 0 0 △ 219 0 △ 219

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

１　特　別　職 （単位　千円）

給　　　　　　与　　　　　　　費

区　　分 共済費 合　計

本年度

長　等 0 0 0 0 0 0 0 0

議　員 0 0 0 0 0 0 0 0

前年度

長　等 0 0 0 0 0 0 0 0

議　員 0 0 0 0 0 0 0 0

比　較

長　等 0 0 0 0 0 0 0 0

議　員 0 0 0 0 0 0 0 0
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※（　）内は、パートタイム会計年度任用職員について外書きしたもの。

２　一　般　職

　（１）　総　　括 （単位　千円）
職 員 数（人） 　　給　　 与　　 費

特別職 一般職 報　酬 給   料 手　当 計

(0) (1)

0 6

(0) (0)

0 3

(0) (1)

0 9

(0) (1)

0 6

(0) (0)

0 2

(0) (1)

0 8

(0) (0)

0 0

(0) (0)

0 1

(0) (0)

0 1

（単位　千円）

扶　養 住　居 通　勤 管理職 単身赴任 特殊勤務 超過勤務

手　当 手　当 手　当 手　当 手　当 手　当 手  当

本 年 度 1,482 0 631 396 0 10 2,480

前 年 度 1,458 0 387 396 0 10 1,990

比  　較 24 0 244 0 0 0 490

宿日直 期　末 勤　勉 賞与引当 手当（特

手  当 手  当 手　当 金繰入額 別損失）

本 年 度 0 4,975 4,059 3,212 0 17,245

前 年 度 0 5,360 4,307 3,354 0 17,262

比  　較 0 △ 385 △ 248 △ 142 0 △ 17

区　分 法定福利費 合　計

本 年 度

損益勘定支弁職員 2,514 20,654 13,273 36,441 8,137 44,578

資本勘定支弁職員 0 11,244 3,972 15,216 3,903 19,119

合計 2,514 31,898 17,245 51,657 12,040 63,697

前 年 度

損益勘定支弁職員 2,374 21,939 13,063 37,376 8,293 45,669

資本勘定支弁職員 0 7,060 4,199 11,259 2,264 13,523

合計 2,374 28,999 17,262 48,635 10,557 59,192

比　　較

損益勘定支弁職員 140 △ 1,285 210 △ 935 △ 156 △ 1,091

資本勘定支弁職員 0 4,184 △ 227 3,957 1,639 5,596

合計 140 2,899 △ 17 3,022 1,483 4,505

区　分

区　分 合　計

職　員　手　当

の　　内　　訳
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※（　）内は、パートタイム会計年度任用職員について外書きしたもの。

　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位　千円）
職 員 数（人） 　　給　　 与　　 費
特別職 一般職 報　酬 給   料 手　当 計

損益勘定支弁職員 0 6 0 20,654 12,297 32,951 7,600 40,551

資本勘定支弁職員 0 3 0 11,244 3,972 15,216 3,903 19,119

合計 0 9 0 31,898 16,269 48,167 11,503 59,670

損益勘定支弁職員 0 6 0 21,939 12,151 34,090 7,824 41,914

資本勘定支弁職員 0 2 0 7,060 4,199 11,259 2,264 13,523

合計 0 8 0 28,999 16,350 45,349 10,088 55,437

損益勘定支弁職員 0 0 0 △ 1,285 146 △ 1,139 △ 224 △ 1,363

資本勘定支弁職員 0 1 0 4,184 △ 227 3,957 1,639 5,596

合計 0 1 0 2,899 △ 81 2,818 1,415 4,233

（単位　千円）
扶　養 住　居 通　勤 管理職 単身赴任 特殊勤務 超過勤務

手　当 手　当 手　当 手　当 手　当 手　当 手  当

本 年 度 1,482 0 631 396 0 10 2,480

前 年 度 1,458 0 387 396 0 10 1,990

比  　較 24 0 244 0 0 0 490

宿日直 期　末 勤　勉 賞与引当 手当（特
手  当 手  当 手　当 金繰入額 別損失）

本 年 度 0 4,622 3,762 2,886 0 16,269

前 年 度 0 5,030 4,030 3,049 0 16,350

比  　較 0 △ 408 △ 268 △ 163 0 △ 81

　イ　会計年度任用職員 （単位　千円）
職 員 数（人） 　　給　　 与　　 費
特別職 一般職 報　酬 給   料 手　当 計

(0) (1)
0 0

(0) (0)
0 0

(0) (1)
0 0

(0) (1)
0 0

(0) (0)
0 0

(0) (1)
0 0

(0) (0)
0 0

(0) (0)
0 0

(0) (0)
0 0

（単位　千円）

期　末 勤　勉 賞与引当 手当（特

手　当 手　当 金繰入額 別損失）

本 年 度 353 297 326 0 976

前 年 度 330 277 305 0 912

比  　較 23 20 21 0 64

区　分 法定福利費 合　計

本 年 度

前 年 度

比　　較

区　分

区　分 合　計

区　分 法定福利費 合　計

本 年 度

損益勘定支弁職員 2,514 0 976 3,490 537 4,027

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0

合計 2,514 0 976 3,490 537 4,027

前 年 度

損益勘定支弁職員 2,374 0 912 3,286 469 3,755

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0

合計 2,374 0 912 3,286 469 3,755

比　　較

損益勘定支弁職員 140 0 64 204 68 272

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0

合計 140 0 64 204 68 272

職　員　手　当

の　　内　　訳

区　分 合　計

職　員　手　当

の　　内　　訳
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区　分 増 減 額

(千円) 　 (千円)

給　料 2,899

1,035

754

職員手当 △ 17 843

△ 860

　（２）　給料および職員手当の増減額の明細

増 減 事 由 別 内 訳 説明 備考

給料改定に伴う
増　　減　　分

昇 給 に 伴 う
増　　加　　分

制度改定に伴う
増　　減　　分

給料および報酬改定に伴う期
末勤勉手当の増額、期末勤勉
手当の支給率改定に伴う増
額、通勤手当改定に伴う増額

そ　の　他　の
増　　減　　分

異動等に伴う分

そ　の　他　の
増　　減　　分

1,110 異動等に伴う分
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　　イ　初　　任　　給

　　ウ　級 別 職 員 数

　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　
　級　

計 計
　級　 　級　
　級　 級
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 級
　級　
　級　

計 計

※　表中の構成比は、表示単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳が一致しない場合がある。

　　（級別の基準となる職務・一般行政職）

　(３）　給料および職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

区　　　　　　　　　　　　　分 一般行政職 技能労務職

　平均給料月額 　（円）   307,555

　平均給与月額 　（円）   364,932

　平 均 年 齢　  （歳） 39歳4月

　平均給料月額 　（円）   301,062

　平均給与月額 　（円）   365,114

　平 均 年 齢　  （歳） 38歳2月

国の制度

一般行政職（円）

高　校　卒 200,300 200,300

大　学　卒 232,000 232,000

一　般　行　政　職 技　能　労　務　職
級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

1 3 33.3 1
2 0 0.0 2
3 2 22.2 3
4 3 33.3 4
5 1 11.1 5
6 0 0.0
7 0 0.0

9 100.0

1 2 25.0 1
2 0 0.0 2
3 3 37.5 3
4 2 25.0 4
5 1 12.5 5
6 0 0.0
7 0 0.0

8 100.0

1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級

令和8年1月1日現在

令和7年1月1日現在

区　　　分 一般行政職(円）

区　　　　分

主　事
技　師

主　査 課長補佐 主　幹

令和8年1月1日
現　　　　　在

令和7年1月1日
現　　　　　在
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　　エ　昇 給

本

年

度

前

年

度

　　オ　期末手当・勤勉手当

　　カ　定年退職および勧奨退職に係る退職手当

代表的な職種

一般行政職 技能労務職

　職　員　数　（Ａ）　 （人） 9 9

　昇給に係る職員数　（Ｂ） （人） 8 8

１号級 （人） 0 0

２号級 （人） 0 0

３号級 （人） 2 2

４号級 （人） 6 6

　号級 （人）

比　率　（Ｂ）　/　（Ａ） （％） 88.9 88.9

　職　員　数　（Ａ）　 （人） 8 8

　昇給に係る職員数　（Ｂ） （人） 7 7

１号級 （人） 0 0

２号級 （人） 0 0

３号級 （人） 1 1

４号級 （人） 6 6

　号級 （人）

比　率　（Ｂ）　/　（Ａ） （％） 87.5 87.5

支 給 期 別 支 給 率（月分）

６月 １２月

本 年 度 2.325 2.325 4.65 有

前 年 度 2.3 2.3 4.6 有

国の制度 2.325 2.325 4.65 有

定年前早期退職

特　例　措　置

 （2％～20％加算）

定年前早期退職

特　例　措　置

 （3％～45％加算）

区分 合計

　号級数別内訳

　号級数別内訳

区　分 支給率計 職制上の段階、職務の級等による加算措置

区　分
20年勤続
（月分）

25年勤続
（月分）

35年勤続
（月分）

最高限度
（月分）

その他の
加算措置等

支給率等
(令和8年1月1日現在)

24.586875 33.27075 47.709 47.709 

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709 
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　　キ　特 殊 勤 務 手 当
　　　　　　

代表的な職種

一般行政職 技能労務職

  　給料総額に対する比率　（％） 0.03 0.03

　　支給対象職員の比率　　（％） 100.00 100.00

代表的な特殊勤務手当の名称 下水道使用料徴収

　　ク　そ の 他 の 手 当

区　　　　分 国　の　制　度　と　の　異　同 差　　異　　の　　内　　容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

区　　　　　　　　　分 全　　職　　種
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当該年度分

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額
国庫

支出金
企業債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円

小浜浄化セン
ター水処理設
備等の改築

664,000
令和9年度

～
令和10年度

664,000 356,300 307,700

過年度分

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額
国庫

支出金
企業債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円

小浜市上下水
道料金徴収等

業務委託
82,466

令和6年度
～

令和7年度
37,238

令和8年度
～

令和10年度
45,228 45,228

上下水道料金
システム更新

業務
28,032 令和7年度 2,804

令和8年度
～

令和12年度
25,228 25,228

水取排水区浸
水対策ポンプ

場整備
242,550

令和8年度
～

令和9年度
242,550 121,275 121,200 75

小浜浄化セン
ター汚泥脱水
設備等の改築

618,000
令和8年度

～
令和9年度

618,000 339,900 278,000 100

水取排水区浸
水対策乗り越

し管新設
12,000 令和8年度 12,000 6,000 6,000 0

債務負担行為に関する調書

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義務発生予定額

左の財源内訳

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義務発生予定額

左の財源内訳

事項 限度額

事項 限度額
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